
（平成２１年３月18日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 17 件

国民年金関係 12 件

厚生年金関係 5 件

年金記録確認三重地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

三重国民年金 事案 517 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年４月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年４月から 60年３月まで 

    申立期間当時、お金のことはすべて夫がしており、同居していた家族の

分の国民年金保険料は夫の漁業協同組合の口座から引き落ししていたはず

である。申立期間について、夫は納付済みとなっているのに、私、息子及

び息子の妻が未納とされていることは納得できない。夫が遅れて納付する

ことはあったとしても、自分一人分だけ納付するということはあり得ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、同居していた家族の国民年金保険料については、申立人の夫が

すべて納付していたとしているところ、申立人、申立人の息子及びその息子

の妻（以下「申立人家族」という。）の国民年金保険料の納付状況をみると、

申立期間を除き国民年金加入期間すべて納付されている上、申立人の夫につ

いても、申立期間を含めた国民年金加入期間の保険料はすべて納付されてい

ることから、申立人の夫の納付意欲は高かったものと考えられる。 

 また、申立人家族及び申立人の夫の国民年金保険料の納付状況から判断し

て、申立期間及びその翌年度を除き、その前後の国民年金加入期間における

納付については、申立人の主張どおり口座引き落しによるものであると推認

できること等から、申立内容は基本的に信用できる。 

さらに、申立期間は 12 か月と短期間である上、申立期間における申立人の

夫の国民年金保険料については、その翌年度に過年度納付されており、口座

引き落しではなかったと考えられる申立期間の翌年度についても申立人家族

の保険料はすべて納付されていること、申立期間当時経済的に大きな環境の

変化は無かったと考えられること等から、申立人家族の申立期間の保険料に

ついても、申立人の夫が納付したと考えるのが自然である。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。



                      

  

三重国民年金 事案 518 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年４月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年４月から 60年３月まで 

    申立期間当時、お金のことはすべて父親がしており、同居していた家族

の分の国民年金保険料は父親の漁業協同組合の口座から引き落ししていた

はずである。申立期間について、父親は納付済みとなっているのに、私、

妻及び母親が未納とされていることは納得できない。父親が遅れて納付す

ることはあったとしても、自分一人分だけ納付するということはあり得な

い。 

    また、私は、申立期間の前後は付加保険料を納付しているので、この期

間も付加保険料を納付しているはずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、同居していた家族の国民年金保険料については、申立人の父親

がすべて納付していたとしているところ、申立人、申立人の妻及び申立人の

母親（以下「申立人家族」という。）の国民年金保険料の納付状況をみると、

申立期間を除き国民年金加入期間すべて納付されている上、申立人の父親に

ついても、申立期間を含めた国民年金加入期間の保険料はすべて納付されて

いることから、申立人の父親の納付意欲は高かったものと考えられる。 

 また、申立人家族及び申立人の父親の国民年金保険料の納付状況から判断

して、申立期間及びその翌年度を除き、その前後の国民年金加入期間におけ

る納付については、申立人の主張どおり口座引き落しによるものであると推

認できること等から、申立内容は基本的に信用できる。 

さらに、申立期間は 12 か月と短期間である上、申立期間における申立人の

父親の国民年金保険料については、その翌年度に過年度納付されており、口



                      

  

座引き落しではなかったと考えられる申立期間の翌年度についても申立人家

族の保険料はすべて納付されていること、申立期間当時経済的に大きな環境

の変化は無かったと考えられること等から、申立人家族の申立期間の保険料

についても、申立人の父親が納付したと考えるのが自然である。 

なお、申立期間の付加保険料を納付していたとする主張については、申立

人の父親が付加保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）は無い上、申立期間における申立人の父親の保険料が過年度納付さ

れていることから、申立人の申立期間における付加保険料については納付期

限経過により納付できなかったと考えられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。



                      

  

三重国民年金 事案 519 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年４月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年４月から 60年３月まで 

    申立期間当時、お金のことはすべて義父がしており、同居していた家族

の分の国民年金保険料は義父の漁業協同組合の口座から引き落ししていた

はずである。申立期間について、義父は納付済みとなっているのに、私、

夫及び義母が未納とされていることは納得できない。義父が遅れて納付す

ることはあったとしても、自分一人分だけ納付するということはあり得な

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、同居していた家族の国民年金保険料については、申立人の義父

がすべて納付していたとしているところ、申立人、申立人の夫及び義母（以

下「申立人家族」という。）の国民年金保険料の納付状況をみると、申立期

間を除き国民年金加入期間すべて納付されている上、申立人の義父について

も、申立期間を含めた国民年金加入期間の保険料はすべて納付されているこ

とから、申立人の義父の納付意欲は高かったものと考えられる。 

 また、申立人家族及び申立人の義父の国民年金保険料の納付状況から判断

して、申立期間及びその翌年度を除き、その前後の国民年金加入期間におけ

る納付については、申立人の主張どおり口座引き落しによるものであると推

認できること等から、申立内容は基本的に信用できる。 

さらに、申立期間は 12 か月と短期間である上、申立期間における申立人の

義父の国民年金保険料については、その翌年度に過年度納付されており、口

座引き落しではなかったと考えられる申立期間の翌年度についても申立人家

族の保険料はすべて納付されていること、申立期間当時経済的に大きな環境

の変化は無かったと考えられること等から、申立人家族の申立期間の保険料

についても、申立人の義父が納付したと考えるのが自然である。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。



                      

  

三重国民年金 事案 520 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 41 年４月から 42 年２月までの期間及び

44 年６月から 46 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年４月から 42年２月まで 

② 昭和 44年６月から 46年３月まで 

③ 昭和 48年９月から 49年 12月まで 

申立期間の国民年金保険料について、市役所から未納分を一括して納付

できるとの通知が届いたので、納付時期や金額はよく覚えていないが、妻

と共に一括して保険料を納付した覚えがある。当時、所有地を売却した後

だったので保険料には困らなかった。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金保険料を一括納付した時期や金額について明確な記憶

は無いが、申立人の長女が生まれてから１年後ぐらいに市から一括納付でき

る旨の通知が来たように思うとしていることから、第２回特例納付の実施時

期（昭和 49 年１月から 50 年 12 月まで実施）と合致している上、申立人の

妻の国民年金手帳記号番号は昭和 50 年 12 月ごろ払い出されていることから、

同月又はそれ以前に申立人の妻の国民年金への加入手続を行い、特例納付に

より申立人夫婦の保険料を納付することは可能であった。 

また、申立人は、一括納付した国民年金保険料は所有地の売却代金の残り

により納付したとしているが、法務局に照会したところ、申立人の主張どお

り、申立人は昭和 49 年１月に所有地を売却していることが確認できること

から、申立期間①及び②については、特例納付により保険料を納付したと考

えても不自然ではない。 

一方、申立期間③については、申立人は、国民年金保険料を一括して納付

したのは１回であったとしている上、第２回特例納付により納付することが



                      

  

可能な期間は昭和 48 年３月までの保険料であったこと、及び 48 年９月の国

民年金加入手続を一括納付した時に行った覚えがあるとしていることから、

一括納付の通知が届いた時点では未加入であったことがうかがえることから、

特例納付により保険料を納付することが可能だった期間について一括納付し

たと考えられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 41 年４月から 42 年２月までの期間及び 44 年６月から 46 年３月までの

期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

三重国民年金 事案 521 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 43 年７月から 48 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年７月から 49年 12 月まで 

申立期間の国民年金保険料について、市役所から未納分を一括で納付で

きるとの通知が届いたので、納付時期や金額はよく覚えていないが、夫と

共に保険料を一括して納付した覚えがある。当時、夫が所有地を売却した

後だったので保険料には困らなかった。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金保険料を一括納付した時期や金額について明確な記憶

は無いが、申立人の長女が生まれてから１年後ぐらいに市から一括納付でき

る旨の通知が来たように思うとしていることから、第２回特例納付の実施時

期（昭和 49 年１月から 50 年 12 月まで実施）と合致している上、申立人の

国民年金手帳記号番号は昭和 50 年 12 月ごろ払い出されていることから、同

月又はそれ以前に申立人の国民年金への加入手続を行い、特例納付により申

立人夫婦の保険料を納付することは可能であった。 

また、申立人は、一括納付した国民年金保険料は申立人の夫が所有地の売

却代金の残りにより納付したとしているが、法務局に照会したところ、申立

人の主張どおり、申立人の夫は昭和 49 年１月に所有地を売却していること

が確認できることから、申立期間のうち、43 年７月から 48 年３月までの期

間については、特例納付により保険料を納付したと考えても不自然ではない。 

一方、申立期間のうち、昭和 48 年４月から 49 年 12 月までの期間につい

ては、申立人は、国民年金保険料を一括して納付したのは１回であったとし

ている上、第２回特例納付により納付することが可能な期間は 48 年３月ま

での保険料であったこと、及び一緒に一括納付したとする申立人の夫は 48



                      

  

年９月に国民年金に加入しているが、この加入手続は一括納付の通知が届い

た時点で行われていなかったとみられ、それ以前の加入期間（昭和 48 年３

月以前の加入期間）に係る未納保険料を納付したと推認されることから、申

立人についても特例納付が可能だった期間について一括納付したと考えられ

る。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 43 年７月から 48 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



                      

  

三重国民年金 事案 522 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年８月から２年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年８月から２年３月まで 

    平成２年４月に、国民年金の加入手続を町役場で行ったところ、担当者

から、20 歳から現在までの国民年金保険料が未納となっており、今なら納

付できる旨の説明を受けた。ある程度まとまった額だったので、役場の前

にあった金融機関から現金を引き出し、納付した。その時、領収書をもら

ったが、その後紛失した。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は８か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除く国民年金

加入期間についてすべて国民年金保険料を納付しており、厚生年金保険と国

民年金の切替手続も適切に実施していることから、申立人の納付意識は高か

ったものと考えられる。 

また、申立人は、国民年金の加入手続等について明確に記憶しており、申

立人が国民年金保険料を引き出したとする金融機関についても、申立期間当

時、役場の前に存在していたなど、その供述に不合理な点はみられない。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は平成２年９月 11 日に払い出され

ているため、申立期間の国民年金保険料については過年度納付によらなけれ

ばならないが、役場に照会したところ、申立期間当時、窓口において過年度

保険料の納付書を発行していたとしていることから、申立人が申立期間の保

険料を過年度納付することは可能であったと考えられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

三重国民年金 事案 523 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37 年４月から 39 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月から 39年３月まで 

    昭和 36 年３月に息子が生まれてすぐ離婚したが、その際、母親に勧めら

れて国民年金に加入した。その後は、自宅に集金に来る婦人会の集金人に、

何か月分かまとめて納付していた。60 年に家を建て替えた時に書類を捨て

てしまったため証明するものは無いが、申立期間だけ未納になっているの

は考えられない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の制度発足以降、申立期間を除き、国民年金加入期間

について国民年金保険料をすべて納付していることから、納付意識は高かっ

たものと考えられる。 

また、申立人は、昭和 36 年３月に息子が生まれた時に国民年金に加入した

と主張しているところ、申立人の前後に国民年金手帳記号番号が払い出され

た国民年金加入者の納付記録から判断すると、申立人の加入手続は国民年金

制度の発足時期であると推認できる上、時期は明確でないものの、申立人が

居住していた町において婦人会による国民年金保険料の集金が行われていた

ことも確認できることから、申立内容は基本的に信用できる。 

さらに、申立期間の前後の国民年金保険料は納付されている上、申立人に

転居等生活環境の変化も無かったと考えられることから、あえて申立期間の

国民年金保険料を納付しなかったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 362 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立てに係る事業所における資格取得日は、平成元年６月 26 日で

あると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の取

得日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、平成元年６月及び同年７月は

26万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成元年５月２日から同年８月１日まで 

             ② 平成２年２月 16日から同年３月１日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入期間について照会したところ、申

立期間について厚生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答を受けた。

この間はグループ会社間の異動であり、継続して勤務していた。平成元年

５月まではグループ内の別会社において加入期間が判明している。申立期

間について２年２月以外の給与明細書を添付するので、厚生年金保険の被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人が、両申立期間にＡ社で勤務していたことは、申立人が所持して

いる申立期間①の給与明細書及び申立人の雇用保険加入記録により確認で

きる。また、当該事業所は平成元年５月 24 日に法人登記されたことが確認

できる。 

しかし、社会保険事務所の記録によると、当該事業所は、平成元年８月

１日に新規に厚生年金保険の適用事業所となっているため、申立期間①に

ついては、同事業所は厚生年金保険の適用事業所とはされておらず、同事

業所において厚生年金保険被保険者資格を取得した申立人を含む４人は、

いずれも同日に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、申立人が所持する申立期間①に係る当該事業所が発行した給与

明細書を確認したところ、申立期間①について厚生年金保険料が控除され



                      

 

  

ているものの、平成元年 12 月支給分の給与明細書において、当該保険料を

返金する旨の記載とともに、控除された申立期間①の保険料が返金処理さ

れていることが確認できることから、事業主による申立期間①における厚

生年金保険料の控除があったとは認められない。 

一方、当該、控除保険料が返金された事情については、当該事業所は既

に解散しているため、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の適用及び厚

生年金保険料の控除の状況について同事業所の元役員二人に照会したとこ

ろ、「申立期間①については、厚生年金保険料を申立人の給与から控除し

たものの、厚生年金保険の新規適用に係る手続が間に合わなかったため、

平成元年の年末調整に併せて当該保険料を申立人に返した。」と供述して

いる上、当該元役員のうち一人が保管している当該役員自身の給与明細書

にもその旨の記載がある。 

加えて、「厚生年金保険の新規適用に係る手続が間に合わなかった。」

ことについて、Ｂ社会保険事務局へ当時の新規適用時における適用の時期

の取扱いについて照会したところ、Ｂ社会保険事務局管内においては、適

用申請があった場合、原則、適用年月日は、「調査を完了した月の翌月１

日としている。」との回答があった。また、当該事業所が社会保険関係事

務を委託していたＣ事業所が保管している『健康保険厚生年金保険被保険

者資格取得確認並びに標準報酬決定通知書』において、申立人を含む４人

全員の届出が平成元年６月 26 日に社会保険事務所において受け付けられた

ことが確認できる。さらに、当該事業所は、適用申請時点ですでに法人格

を有しており、同時点で適用要件を満たしていることは容易に確認できる

状況であったと考えられ、適用日を同年８月１日とすべき特段の理由は見

当たらない。 

これらを総合的に判断すると、当該事業所は平成元年６月 26 日に適用事

業所としての要件を具備したものとして、新規適用にかかる届出を社会保

険事務所に行ったにもかかわらず、社会保険事務所の事務手続のルールに

基づき、法令に定めるところとは異なる処理を行った結果、申立人の資格

取得日が事実と異なる日付（平成元年８月１日資格取得）で記録されたも

のと認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、『健康保険厚生年金保険被

保険者資格取得確認並びに標準報酬決定通知書』において確認できる標準

報酬月額から、平成元年６月及び同年７月は 26 万円とすることが妥当であ

る。 

２ 申立期間②については、前述のとおり、申立人が当該事業所に勤務して

いたことは確認できるが、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

また、前述の元役員二人に照会したところ、申立期間②については、当



                      

 

  

時の資料は残っておらず、厚生年金保険の適用状況等については覚えてい

ないとの回答があった上、そのうち一人は申立人と同じ平成２年２月に当

該事業所において資格喪失し、同年３月に関連会社である、Ｄ社において

資格取得しているところ、「私自身はそれ（社会保険事務所の記録どお

り）でいいと考えている。」と答えている。 

さらに、申立人も申立期間②における勤務や厚生年金保険料控除の状況

についての記憶は不明確であるとしている上、申立期間②当時に勤務して

いた上司及び同僚は、元役員二人のみであることから、ほかに申立期間②

当時の勤務状況等について確認することはできなかった。 

 このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

    これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

三重国民年金 事案 524 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年４月から 46 年 11 月までの期間、63 年９月から平成９

年 12 月までの期間、10 年３月から同年６月までの期間、12 年５月及び 16 年

２月の国民年金保険料については､納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年４月から 46年 11月まで 

             ② 昭和 63年９月から平成９年 12月まで 

             ③ 平成 10年３月から同年６月まで 

             ④ 平成 12年５月 

             ⑤ 平成 16年２月 

申立期間①については、Ａ県Ｂ市に居住しており、前妻の実家で自営業

を営んでいた。国民年金保険料については、中年の女性が集金に来ており、

前妻が、私と前妻及び前妻の父母の分も納めていた。 

申立期間②から⑤については、再婚後であり、国民年金保険料について

は、Ｃ市役所の窓口、郵便局及び銀行において毎月又はまとめて納付して

いた。保険料は、ほとんど妻の分と併せて二人分を納付していたので、夫

婦のうち片方が納付で、残り片方が未納になることは無い。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人の前妻が国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料(家計簿、確定申告書等)は無い上、申立人は、国民年金の加

入手続及び保険料の納付に関与していないことから、これらの状況が不明で

ある。 

また、社会保険庁の記録によると、申立期間①の国民年金加入記録は、平

成 12 年１月に厚生年金保険の加入記録を統合した時に併せて追加されたも

のである上、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 47 年 11 月に払い出され

ており、申立期間①当時居住していた市を調査しても、申立期間①当時に申

立人が国民年金に加入した形跡は無く、申立期間①は、平成 12 年１月に国



                      

  

民年金の加入記録が追加されるまでは未加入期間であったことから、国民年

金保険料を納付することはできなかったこととなる。 

さらに、申立人は、申立期間①の国民年金保険料については、申立人の前

妻が、申立人の前妻及び前妻の父母の分と一緒に納付していたと主張してい

るが、申立人の前妻の国民年金手帳記号番号が払い出された年月日は昭和 47

年８月 10 日で申立人と離婚した後であるため、申立期間①当時は未加入期

間であったと考えられる上、申立人の前妻の父母についても国民年金に加入

した形跡が無いことから、申立内容に不合理な点がみられる。 

申立期間②及び③について、申立人は、当時Ｃ市に居住し、国民年金保険

料は申立人の妻の分と併せて市役所、郵便局等で納付したと主張しているが、

申立期間②及び③における申立人及び申立人の妻の住所地を調査したところ、

申立人の妻はＣ市に住所を有していたが、申立人はＤ市に住所を有しており、

Ｃ市において夫婦二人分の保険料を納付することはできなかったことから、

申立内容に不合理な点がみられる。 

また、Ｄ市の国民年金記録によると、申立人は平成３年８月から 11 年 12

月にＣ市に転出するまでの間不在者とされていることから、申立人はＣ市に

住居を移したものの住所の異動届を適切に実施していなかったものとも考え

られる。なお、10 年１月、同年２月及び同年７月から 12 年４月までの期間

の保険料については、同年３月から 14 年４月にかけて過年度納付されてい

ることから、Ｃ市に転出した後に納付されたものである。 

申立期間④及び⑤については、申立人及び申立人の妻共にＣ市に住所を有

しているが、申立人がＣ市に住所を異動した平成 11 年 12 月以降における夫

婦の国民年金保険料の納付状況をみると、申立人は、保険料を申立人の妻の

分と一緒に納付していたとしているにもかかわらず、夫婦により納付日が異

なる月が多数あり、申立内容に不合理な点がみられる。 

   また、申立期間④については、社会保険庁の記録によると、平成 14 年７月

にいったん国民年金保険料が納付された形跡はあるものの、時効を経過して

いたため、時効を直前に控えていた 12年６月分に充当されている。 

さらに、社会保険庁の記録によると、平成 17 年２月８日から 18 年４月に

かけて、電話連絡及び自宅訪問等により国民年金保険料の未納分を督促した

経過が確認できる上、申立期間⑤直後の 16 年３月分を時効直前の 18 年４月

17 日に納付していることから、申立期間⑤については、時効により納付でき

なかったものと考えられる。 

このほか、申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



                      

  

三重国民年金 事案 525 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年７月から 52 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年７月から 52年９月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、両親が自分たちの保険料と一緒

に納めてくれていたはずなので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 54 年 12 月に払い出されているが、

その時点では、申立期間当時は国民年金に未加入であったと推認される上、

申立期間について別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も無い。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 54 年 12 月に、

その時点で

   さらに、申立人の国民年金保険料を納付していたとする申立人の母親から、

保険料を納付していたことを示す申立期間当時の「農協経済貯金取引報告

書」の写しが提出されているが、当該報告書を分析したところ、国民年金掛

金として口座から引き落とされている金額は二人分の保険料額と一致してい

ることから、当該金額は申立人の両親の保険料が引き落とされたものである

と考えられる。 

過年度納付することが可能であった 52 年 10 月から 54 年３月まで

の保険料を過年度納付していることから、申立人の国民年金への加入手続は、

同年 12 月ごろに行われ、その時点から保険料の納付を開始したと考えるのが

自然である。 

加えて、上記報告書以外に、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を

納付していたことを示す関連資料は無い上、申立期間について、国民年金保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



                      

  

三重国民年金 事案 526 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年５月から 62 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年５月から 62年３月まで 

    大学在学中に国民年金保険料の納付書が届いたので、支払わなければな

らないと思い、納付を始めた。保険料は一回で 9,000 円程度であったと記

憶しており、住民票はＡ県Ｂ町に移していたため、Ｃ市では納付していな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料(家計簿、確定申告書等)は無い上、申立人は、国民年金への加入手続、

国民年金保険料の納付方法等の記憶が明確でなく、納付状況等が不明である。 

 また、申立人は、大学在学中に国民年金保険料の納付書が届いたので、納

付を続けていたと主張しているが、申立人が記憶している保険料は申立期間

当時の保険料額と相違している上、申立人は、昭和 59 年 10 月までＣ市に住

所を有していたことから、申立期間のうち、同年５月から同年 10 月までは

Ａ県Ｂ町において国民年金への加入手続を行うことはできず、社会保険事務

所及びＢ町を調査しても、申立期間に国民年金に加入した形跡は無く、申立

期間は未加入期間であるため、国民年金保険料を納付できなかったこととな

る。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成元年４月に転入したＣ市

において払い出されているが、申立期間において申立人は大学生であり、国

民年金への任意加入対象者となるため、加入手続を行った時点からさかのぼ

って被保険者資格を取得することはできない。 

 加えて、申立期間について、国民年金保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



                      

  

三重国民年金 事案 527 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年 10 月から 60 年８月までの期間及び 60 年 10 月から 61

年 11 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57年 10月から 60 年８月まで 

             ② 昭和 60年 10月から 61 年 11月まで 

    申立期間については、私自身で国民年金の加入手続を行い、国民年金保

険料を納付していた。今までも、厚生年金保険と国民年金の切替手続はき

ちんと行っているので忘れるわけがない。領収書は無く、納付場所や納付

した保険料額もはっきりと覚えていない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料(家計簿、確定申告書等)は無い。 

また、申立人の国民年金の加入記録をみると、昭和 57 年４月に国民年金

被保険者資格を取得した後、同年 10 月に資格を喪失しているが、申立人は、

この時点で資格喪失手続を行った記憶は無いとしている一方、申立期間①後

の 60 年９月の厚生年金保険の加入に伴う国民年金被保険者資格の喪失手続

並びに申立期間②に係る国民年金被保険者資格の取得手続及び喪失手続の記

憶も無く、申立期間当時の状況が不明である。 

さらに、社会保険事務所及び申立人が当時居住していた町を調査しても、

申立人が申立期間に国民年金に加入した形跡は無く、申立期間は未加入期間

となっているため、国民年金保険料を納付することはできない。 

加えて、申立人は、申立期間の保険料を納付した場所、納付金額等につい

ての明確な記憶も無い上、ほかに申立期間について、国民年金保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



                      

  

三重国民年金 事案 528 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 37 年３月までの期間及び 39 年１月から同年９

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ①昭和 36年４月から 37年３月まで 

             ②昭和 39年１月から同年９月まで 

私は、申立期間①については留学中であり、申立期間②については病気

により自宅で療養していたので、国民年金への加入手続及び国民年金保険

料の納付は、父親が行ってくれていたはずである（申立期間以外について

は、自分で納付した。）。父親は亡くなっているので詳細について確認す

ることはできない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人の父親が国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、申立人自身は国民年金の

加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、それらを行ったとする申立人

の父親は他界しているため、国民年金への加入手続及び保険料納付の状況が

不明である。 

   また、申立期間当時の国民年金保険料の納付方法は印紙検認方式であり、

保険料を現年度納付した場合、国民年金手帳の印紙検認記録欄に保険料を納

付したことを示す検認印を押すこととされているが、申立人が所持している

国民年金手帳には、申立期間について検認印は無く、保険料が現年度納付さ

れた形跡はみられない。 

さらに、申立人は、申立人の父親が申立期間に係る申立人とその姉の国民

年金保険料を併せて納付したと主張しているが、申立人の姉の保険料の納付

状況をみると、申立期間①を含む昭和 36 年４月から 37 年６月までの期間及

び申立期間②を含む 39 年１月から 41 年３月までの期間の保険料については



                      

  

47 年６月に特例納付されていることから、申立期間当時に納付された形跡は

無い上、申立期間について、申立人の保険料が特例納付された形跡も無い。 

加えて、申立期間について、国民年金保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

三重国民年金 事案 529 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から同年６月までの国民年金保険料については､納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から同年６月まで 

自治会納税組合に勧められて国民年金に加入したが、当時は、毎月又は

３か月ごとに自治会納税組合に自宅に集金に来てもらい、妻が国民年金保

険料を納付していたと思う。保険料は二人分を一緒に払っていたので、申

立期間について、妻が納付済みなのに自分の分が未納になっているのは納

得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 36 年７月から 37 年３月までの国民年金保険料を納付した

ことが分かる領収書を所持しているが、同領収書によると、当該期間の保険

料は 38 年９月９日に納付されていることから、この時点では、申立期間は

時効により保険料を納付できなかったこととなる上、申立人が所持している

国民年金手帳の 36 年４月から同年６月までの印紙検認記録欄においても、

「時効消滅」の印が押されており、これらの状況は、市が保管している申立

人の国民年金被保険者名簿の記録と一致している。 

また、申立人は、国民年金保険料を申立人の妻と一緒に納付していたとし

ているが、申立人が所持している領収書によると、申立人の妻は昭和 36 年

４月から 37 年３月までの保険料を 38 年６月 11 日に納付していることから、

申立人とは納付日が異なる上、ほかに申立期間について、国民年金保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

三重国民年金 事案 530 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 40 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 40年３月まで 

    22 歳のころ、市役所の職員に勧められ、国民年金に加入した。その当時

の国民年金保険料は、150円ぐらいだった。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 40 年８月に払い出されている

が、その時点では、申立期間の一部は時効により国民年金保険料を納付でき

ない期間である上、申立期間について、別の国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡も無い。 

   さらに、申立人は、国民年金への加入手続、加入年月等についての記憶が

明確でない上、申立人が所持している２冊の国民年金手帳のうち、古い方の

国民年金手帳には昭和 40 年９月１日発行と記載されていることから、この時

期に国民年金への加入手続が行われたと考えるのが自然である。 

加えて、申立人は、過去の保険料をまとめて納付した記憶は無いなど、申

立期間について、国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

三重国民年金 事案 531 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 38 年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 38年 10 月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、昭和 45 年 10 月に自宅において

市役所の職員に夫が特例納付により納付した。その様子を隣で見ていて覚

えているので未納であることには納得いかない。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人の夫が国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 40 年 11 月に夫婦連番で払

い出されており、申立人夫婦共に 38 年 11 月まで遡及
そきゅう

して国民年金被保険者

資格を取得している。このため、申立人は、申立期間について申立人の夫が

特例納付により国民年金保険料を納付したと主張しているが、申立期間のほ

とんどが、申立人の夫が厚生年金保険の加入期間であるため任意加入対象期

間となることから、遡及
そきゅう

さらに、申立人夫婦の国民年金手帳記号番号の払出時期から判断すると、

申立人夫婦の国民年金保険料は、共に昭和 38 年 11 月まで

して国民年金に加入することはできず、申立期間は

未加入期間であるため、特例納付はできない上、仮に、申立期間について、

国民年金に任意加入していたとしても、制度上、任意加入期間は特例納付の

対象とはならないことから、特例納付はできなかったこととなる。 

遡及
そきゅう

   加えて、申立期間について、国民年金保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

して納付され

ていることから、当該期間の保険料の納付を申立期間の特例納付と錯誤して

いる可能性もある。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



                      

  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

三重国民年金 事案 532 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38 月７月から 40 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年７月から 40年３月まで 

申立期間については、夫の病気のために夫婦共に国民年金保険料の免除

申請を行い、承認された。時期は覚えていないが、夫の病気が良くなった

時に免除されていた期間の保険料について追納を行った。保険料額は月

100円で、夫婦で 2,000円ぐらいを市役所の窓口に納付した。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人が国民年金保険料を追納したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

   また、申立人夫婦の国民年金保険料の納付状況をみると、申立人夫婦は申

立期間以外に未納期間及び免除期間が同一期間あるが、申立人夫婦は共に同

一日に、昭和 38 年４月から 48 年３月までの間にあった複数回の未納期間の

保険料を、40 年、45 年及び 48 年に過年度納付しており、昭和 41 年度及び

48 年度から 51 年度までの免除期間の保険料を、50 年６月、51 年 11 月、52

年５月及び同年７月に追納していることから、時効期限の短い未納期間の保

険料から納付を開始したものと考えられる。 

   さらに、申立人は、免除期間の追納を行った時期等について記憶が明確で

なく、追納したとする保険料についても、申立期間の保険料を追納した場合

の保険料額と相違している上、記録上、追納を初めて行ったことになってい

る昭和 50 年６月の時点では申立期間は追納可能である 10 年の期間を経過し

たことにより追納できなかったとも考えられる。 

   加えて、申立期間について、国民年金保険料を追納したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

三重国民年金 事案 533 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38 月７月から 40 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年７月から 40年３月まで 

申立期間については、私の病気のために夫婦共に国民年金保険料の免除

申請を行い、承認された。時期は覚えていないが、私の病気が良くなった

時に、妻が免除されていた期間の保険料について追納を行った。保険料額

は月 100円で、夫婦で 2,000円ぐらいを市役所の窓口に納付した。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人の妻が国民年金保険料を追納したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

   また、申立人夫婦の国民年金保険料の納付状況をみると、申立人夫婦は申

立期間以外に未納期間及び免除期間が同一期間あるが、申立人夫婦は共に同

一日に、昭和 38 年４月から 48 年３月までの間にあった複数回の未納期間の

保険料を、40 年、45 年及び 48 年に過年度納付しており、昭和 41 年度及び

48 年度から 51 年度までの免除期間の保険料を、50 年６月、51 年 11 月、52

年５月及び同年７月に追納していることから、時効期限の短い未納期間の保

険料から納付を開始したものと考えられる。 

   さらに、申立人の妻は、免除期間の追納を行った時期等について記憶が明

確でなく、追納したとする保険料についても、申立期間の保険料を追納した

場合の保険料額と相違している上、記録上、追納を初めて行ったことになっ

ている昭和 50 年６月の時点では申立期間は追納可能である 10 年の期間を経

過したことにより追納できなかったとも考えられる。 

   加えて、申立期間について、国民年金保険料を追納したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

三重国民年金 事案 534 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 46年３月まで 

    国民年金に加入した時期が遅かったので、集金人から満額の年金を受け

取るためにはさかのぼって国民年金保険料を納付するように勧められた。

国民年金手帳をもらった時に、集金人に夫婦二人分の保険料 10 数万円を納

付した。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 50 年 12 月に夫婦連番で払い出さ

れているが、社会保険事務所及び市の記録によると、同月に、申立人につい

ては 46 年４月から 50 年 12 月までの国民年金保険料が、申立人の夫について

は 45 年４月から 50 年 12 月までの国民年金保険料が第２回特例納付、過年度

納付及び現年度納付により納付されていることが確認できる上、申立人から

提出された 45 年から 56 年までの確定申告書の写しを確認したところ、50 年

の確定申告書の社会保険料控除欄に記載された国民年金保険料の金額は、同

年 12 月に申立人夫婦が納付した金額と一致しており、当該金額は、申立人が

申立期間について納付したとしている金額と近似している。 

 また、上記確定申告書のうち、昭和 50 年以外の確定申告書には、申立期間

の国民年金保険料を特例納付により納付した場合に相当する金額の記載は無

い上、申立人が申立期間について納付したと記憶している金額は、申立期間

について申立人夫婦二人分の保険料を特例納付した場合の保険料額と大きく

相違していることから、申立人は、50 年 12 月に納付した保険料を申立期間



                      

  

の保険料と錯誤している可能性も考えられる。 

 さらに、申立期間について、国民年金保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

 加えて、申立人夫婦は国民年金に加入したとみられる時点において、特例

納付によらなければ年金受給権を取得できない状況であり、受給権を取得す

ることを考慮に入れて特例納付月数を計算したと考えても不自然ではない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

三重国民年金 事案 535 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 45 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 45年３月まで 

    国民年金に加入した時期が遅かったので、集金人から満額の年金を受け

取るためにはさかのぼって国民年金保険料を納付するように勧められた。

国民年金手帳をもらった時に、妻が集金人に夫婦二人分の保険料 10 数万円

を納付した。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 50 年 12 月に夫婦連番で払い出さ

れているが、社会保険事務所及び市の記録によると、同月に、申立人につい

ては 45 年４月から 50 年 12 月までの国民年金保険料が、申立人の妻について

は 46 年４月から 50 年 12 月までの国民年金保険料が第２回特例納付、過年度

納付及び現年度納付により納付されていることが確認できる上、申立人から

提出された 45 年から 56 年までの確定申告書の写しを確認したところ、50 年

の確定申告書の社会保険料控除欄に記載された国民年金保険料の金額は、同

年 12 月に申立人夫婦が納付した金額と一致しており、当該金額は、申立人が

申立期間について納付したとしている金額と近似している。 

 また、上記確定申告書のうち、昭和 50 年以外の確定申告書には、申立期間

の国民年金保険料を特例納付により納付した場合に相当する金額の記載は無

い上、申立人の妻が申立期間について納付したと記憶している金額は、申立

期間について申立人夫婦二人分の保険料を特例納付した場合の保険料額と大

きく相違していることから、申立人は、50 年 12 月に納付した保険料を申立



                      

  

期間の保険料と錯誤している可能性も考えられる。 

 さらに、申立期間について、国民年金保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

 加えて、申立人夫婦は国民年金に加入したとみられる時点において、特例

納付によらなければ年金受給権を取得できない状況であり、受給権を取得す

ることを考慮に入れて特例納付月数を計算したと考えても不自然ではない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



                      

  

三重厚生年金 事案 363 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年３月 16日から 42年３月 16日まで 

             ② 昭和 42年３月 22日から 46年９月 21日まで 

    私の承諾無しに脱退手当金の請求手続が行われたため、主人と私で社会

保険事務所に脱退手当金の返還に行った。社会保険事務所の職員に「脱退

取消」、「年金継続」と被保険者証に記入してもらい復活したものと思っ

ていたが、後になって脱退手当金が支給されていると言われた。納得でき

ないので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金について、受領した後に社会保険事

務所の窓口で返還したと主張しているが、申立人の脱退手当金の支給決定が

なされた昭和 46 年 11 月の時点では、いったん受領した脱退手当金を直接社

会保険事務所に返還することは、制度上認められておらず、脱退手当金の支

給決定に不服がある場合は社会保険審査官に審査請求を行うこととされてい

た。 

また、支給決定が行われた場合に請求人に対して送付される脱退手当金支

給決定通知書には、支給決定に不服がある場合には審査請求を行うこととな

っている旨が記載されていたため、仮に申立人が社会保険事務所の窓口で脱

退手当金を返還しようとした場合、審査請求を行うように教示されるものと

考えられるが、申立人は審査請求を行ったことは無いとしている上、社会保

険事務局においても、申立人が審査請求を行った記録は残されていない。 

さらに、社会保険事務局に照会したところ、審査請求により脱退手当金の

支給決定を取り消した場合を除き、当時脱退手当金を返還することはできな



                      

  

かったとの回答があったことを踏まえると、申立人が脱退手当金を返還した

とは考え難い。 

   加えて、申立人は厚生年金保険被保険者証を所持していないため、同書類

では確認できないものの、社会保険事務所が保管している申立人の厚生年金

保険被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記され

ている。 

また、申立人から聴取しても、脱退手当金を返還したと主張しているほか

に脱退手当金を返還したことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

三重厚生年金 事案 364 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は､申立期間について､厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない｡ 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22年５月 27日から同年７月１日まで 

             ② 昭和 24年８月 31日から 25年４月１日まで 

    私は､申立期間当時の給与明細書､源泉徴収票等の資料は所持していない

が､昭和 22 年５月 27 日にＡ社に就職し､入社当初から厚生年金保険に加入

していたはずであり､申立期間②についても､労働組合の専従員期間であっ

たが､厚生年金保険に加入していたはずなので､申立期間について厚生年金

保険被保険者であったことを認めてほしい｡ 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持しているＡ社の退職金精算明細書により､申立人が申立期間①

及び②にも同社で勤務していたことは確認できる｡ 

   しかし､申立期間①について、社会保険事務所が保管しているＡ社の健康保

険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の氏名は無く、記載内容に不合理

な点は見られない。 

また、申立人は､申立期間②において労働組合の専従員であったと供述して

いるが､Ａ社に照会したところ､労働組合の専従員に同社から給与を支給した

とは考えにくい旨の回答があった上､同社は､申立期間①及び②における申立

人の勤務実態､厚生年金保険料の控除の状況については､当時の資料が残って

おらず不明であるとしている｡ 

   さらに、申立人が記憶している同僚及びＡ社において申立人と同日に厚生

年金保険の被保険者資格を取得している同僚に照会を試みたものの、いずれ

も他界又は連絡先不明であることなどから連絡が取れない上、同社において

申立期間に在籍していた複数の同僚に照会したものの、当時の同社における

厚生年金保険適用に係る取扱い等についての供述等は得られなかった。 



                      

  

このほか､申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料､周辺事情は無い｡ 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると､申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない｡ 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 365 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険 

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年２月から 35年８月まで 

    社会保険庁が保管している厚生年金保険被保険者記録において、申立期

間に勤務していたＡ社（昭和 33 年７月 24 日に法人化）に係る記録に漏れ

があることに気付いた。社会保険事務所に照会したところ、申立期間は同

社が厚生年金保険の適用事業所となる前の期間であるとの回答であった。 

Ａ社は私が初めて勤務した会社であり、当時の従業員は社長以下 10 人ほ

どで、私は営業職で取引先を回る仕事をしていた。初めての給料日に社会

保険料等はすべて給料から天引きしていると言われ、給与明細書で確認し

た覚えがある。また、既に他界しているが、同僚にＢ氏及びＣ氏がいた。

なお、当時の社長の妻に連絡を取れたが、昭和 59 年に廃業しており、申立

期間当時の資料は残っていないとのことであった。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

た年月日は、昭和 41 年３月９日であり、申立期間については、同社は厚生年

金保険の適用事業所でないことが確認できる。 

また、申立人が記憶している同僚二人のＡ社における厚生年金保険被保険

者記録をみても、一人は同社における記録が無く、記録が確認できた一人の

資格取得日は昭和 41年３月９日となっている。 

さらに、Ａ社は昭和 59 年８月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当し

なくなっている上、連絡先が分かった当時の役員に照会したところ、当時の

資料は残っていないため不明であるとの回答があり、申立人の申立期間に係

る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料の控除の状況について

確認できる関連資料や供述を得ることはできなかった。 



                      

 

  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 366 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険 

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年 11月から 38年２月まで 

    当時、親類の世話でＡ社に入社した。給与や厚生年金保険料のことはあ

まり詳細に聞かず会社に任せていた。同社では製造の仕事をしていた。社

長はＢ氏、上司にＣ氏（社長の甥）がいた。申立期間について厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における申立人の上司及び同僚の供述により、勤務時期は特定できな

いものの、申立人が同社で勤務していたことは推認できる。 

しかし、上記の上司及び申立期間にＡ社に在籍していた複数の同僚（上記

の同僚を含む。）に照会したものの、当時の同社における厚生年金保険適用

に係る取扱い等についての供述は得られなかった。 

また、Ａ社は昭和 40 年４月 27 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しな

くなっている上、当時の役員も他界しているため、申立人の申立期間に係る

厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料の控除の状況について関連資料や供

述を得ることはできなかった。 

さらに、申立期間について、社会保険事務所が保管しているＡ社の健康保

険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の氏名は無く、健康保険整理番号

に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



                      

  

三重厚生年金 事案 367 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年１月ごろから同年 12月ごろまで 

             ② 昭和 43年１月ごろから同年 12月ごろまで 

             ③ 昭和 47年６月から同年 12月まで 

             ④ 昭和 57年から 58年まで 

    申立期間①（Ａ社）、②（Ｂ社（昭和 43年９月 11日に法人化してＣ社

となり、現在はＤ社））、③（Ｅ社）及び④（Ｆ社）について厚生年金保

険被保険者記録が無いとされている。しかし、どこの会社からかは覚えて

いないが、健康保険証をもらったことがあり、会社を退職する時、国民健

康保険への切替えに係る手続の説明を受けた覚えもない。 

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ社は平成９年 11 月 26 日に厚生年金保険の適用事

業所に該当しなくなっているため、当時の事業主に照会したところ、その妻

から、当時の資料は残っていないとの回答があり、申立人の申立期間①に係

る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料の控除の状況について

関連資料や供述を得ることはできなかった。 

また、申立期間①当時にＡ社に在籍していた複数の同僚に照会を試みたも

のの、いずれも連絡を取ることができなかったため、申立てに係る事実を確

認できる供述等を得ることはできなかった。 

さらに、申立期間①について、社会保険事務所が保管しているＡ社の健康

保険厚生年金保険被保険者原票には、申立人の氏名は無く、健康保険整理番

号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

申立人の申立期間②に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年金保

険料の控除の状況についてＤ社に照会したところ、当時の従業員は勤務して



                      

  

おらず、資料も残っていないため不明であるとの回答があり、これらを確認

できる関連資料や供述を得ることはできなかった。 

また、申立期間②当時にＢ社に在籍していた複数の同僚のうち連絡先が分

かった者に照会したものの、申立てに係る事実を確認できる供述等を得るこ

とはできなかった。 

  さらに、申立期間②について、社会保険事務所が保管しているＢ社の健康

保険厚生年金保険被保険者原票には、申立人の氏名は無く、健康保険整理番

号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

申立期間③について、社会保険事務所の記録によると、Ｅ社が厚生年金保

険の適用事業所となった年月日は、昭和 51 年３月１日であり、同社は厚生年

金保険の適用事業所に該当していなかったことが確認できる。 

  また、社会保険事務所が保管しているＥ社の健康保険厚生年金保険被保険

者原票について、資格取得日順に健康保険整理番号１番から 32 番までの被保

険者の資格取得日を見ても、いずれも昭和 51年３月１日以降となっている。 

さらに、申立人の申立期間③に係る勤務実態、厚生年金保険料の控除の状

況についてＥ社に照会したところ、当時の資料は残っていないため不明であ

るとの回答があり、これらを確認できる関連資料や供述を得ることはできな

かった。 

  加えて、Ｅ社が厚生年金保険の適用事業所となった時に同社に在籍してい

た複数の同僚のうち連絡先が分かった者に照会したものの、申立てに係る事

実を確認できる供述等を得ることはできなかった。 

申立期間④について、社会保険事務所の記録によると、Ｆ社が厚生年金保

険の適用事業所となった年月日は、昭和 63 年 12 月１日であり、同社は厚生

年金保険の適用事業所に該当していなかったことが確認できる。 

また、社会保険庁の記録によると、Ｆ社において厚生年金保険被保険者で

あった者の資格取得日は、すべて昭和 63年 12月１日以降となっている。 

さらに、Ｆ社は既に廃業しているが、連絡先が分かった当時の同社の事務

担当者に照会したところ、「申立期間④において、Ｆ社は厚生年金保険の適

用事業所ではなかったため、厚生年金保険料の控除は行っていなかった。」

との回答があった。 

加えて、Ｆ社が厚生年金保険の適用事業所となったころに同社に在籍して

いた複数の同僚のうち連絡先が分かった者に照会したものの、申立てに係る

事実を確認できる供述を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


